
1 

アンゴラ共和国月報１月号 

アアンンゴゴララ共共和和国国月月報報  
２０１４年１月号 

在アンゴラ日本国大使館 

 

主な出来事 

【内政】 

●新たに商務省副大臣（貿易担当）が任命 

【外政】 

●アンゴラ，大湖地域国際会議議長国に就任 

【経済】 

●陸上油田鉱区の入札につき発表 

内政 

１ 外務大臣による年初挨拶 

 １６日，シコティ外務大臣は，在アンゴラ各

国大使等との年始の会合で，2014年，アンゴ

ラは米・英・仏・独・露・中・日・印・伯・キュー

バとの協力関係を強化していく旨述べた（JA 

1/17）。  

２ 外務省改革 

２１日，第５回外務省諮問委員会が開かれ

た。シコティ外相が演説を行い，組織の若返

りをねらいとして退職年齢を６５歳とすること

を発表。また，２０１３年，在外公館で不正な

支出が多く見られた旨を指摘，国家開発計画

の指針に則って再発防止に努めるよう注意

喚起を促した（JA 1/22）。 

３ 国会，２月から月例討議を開始 

 国会法第１１５条に従い，国会は，現在の

議員の任期の２０１７年まで，月に一度の定

例会議を開催することを決定。同会議では国

内外の様々な問題について議論が行われる

（SE 1/9）。 

４ 閣僚級経済委員会 

３０日，閣僚級経済委員会が開催され，以

下３点につき審議された。①「インフォーマル

経済削減プログラム」。同プログラムは，アン

ゴラにおけるインフォーマル経済の減少をね

らいとしている。②ブラジル経済社会開発銀

行（ＢＮＤＥＳ）によるクレジットライン。③２月

の国家収入・支出。同月は３４５７億７７００万

クワンザの収入，３６９１億６４００万クワンザ

の支出が見込まれている（JA 1/31）。 

５ 法案の可決 

 ２３日，スポーツに関する司法制度創設を

含めたスポーツ関連法案が可決された（JA 

1/24）。 

２４日，著作権法案が国会で可決され，ロ

ーザ文化大臣は同法案が３月１０日より効力

を発する旨を発表した（JA 1/25）。 

６ 閣僚の任命 

２４日，ドス・サントス大統領は商務省副大

臣（貿易担当）に，アレシャンドレ・ダヴィド・

デ・ソウザ・コスタ氏を任命した（AP 1/31）。 

７ 新空港の建設 

 国家開発計画によれば，ルアンダ新空港

は，首都ルアンダの中心地から４０ｋｍの距

離に位置し，面積は１３２４ｈａ，エアバスＡ３８

０型機が離発着できる２本の滑走路を備えた

ものとなる（AP 1/21）。 

８ 難民の帰還 

アンゴラ政府及び国際機関の協力を得て，

アンゴラ周辺国に，内戦下３０年以上滞在し

ていた２万６千人のアンゴラ人の帰還プロジェ

クトが2014年末完了を目処に行われる（AP 

1/18）。 
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外政 

１ 大湖地域国際会議（１１～１５日） 

１１日，大湖地域安全保障防衛委員会議

長にヴァンドゥーネン国防大臣が２年間の任

期で就任した。就任演説では，平和と繁栄と

いった地域共通の戦略のためには，内政不

干渉を原則としたうえで，対話を通じたコンセ

ンサスの形成が必要である旨述べた（JA 

1/12）。 

１４日，ドス・サントス大統領はズマ・南ア大

統領，ケニヤッタ・ケニア大統領，ムセベニ・

ウガンダ大統領と公邸で会談し，大湖地域の

中でもとくに内戦および政治的危機により混

沌状態となっている中央アフリカ共和国，コン

ゴ(民)，南スーダン情勢及び二国間関係につ

いて意見交換を行った（JA 1/15）。 

１５日，第５回大湖周辺国首脳会合がルア

ンダで開催され，ドス・サントス大統領が議長

に就任した。任期は２年間（JA 1/16）。 

２ 鉱物資源相，キンバリープロセス総会

副議長に就任（２３日） 

２３日，ルアンダにてアンゴラのキンバリー

プロセス総会副議長就任のための署名式が

シコティ外務大臣参加のもと行われた（JA 

1/24）。 

３ 第２２回ＡＵ総会（３０～３１日） 

ヴィセンテ副大統領は，アディスアベバで

開催された第２２回ＡＵ総会首脳会合（３０～

３１日）に出席した。第２４回ＡＵ閣僚執行理

事会（２７～２９日）にはシコティ外相が出席し

た（JA 1/31）。 

４ ＳＡＤＣ自由貿易圏加盟を２０１７

年まで延期 

ローザ商務大臣は，２０１４～２０１５年の間

に検討されていたＳＡＤＣ自由貿易圏加盟を２

０１７年に延期する旨を発表した。同大臣は，

国内産業の育成が重要であり，仮に，当初予

定していた時期に自由貿易圏に加盟すると，

アンゴラの製品は他国の製品との競争に破

れ，国内製造業が衰退してしまう旨述べた

（EX 1/10）。 

５ 対ポルトガル関係 

 １７日，カマラ駐アンゴラ・ポルトガル大使は，

シコティ外相と会談し，二国間関係が以前の

ように正常化しつつあること，またポルトガル

にとってアンゴラは最も重要なパートナーの

一つであることを確認した（JA 1/18）。 

６ サントメ・プリンシペへの信用供与枠 

昨年１２月に締結したサントメ・プリンシペ

に対する１億８千万ドルのクレジットラインは，

年内に開設される見込み。空港建設などのイ

ンフラ整備に使用される（JA 1/31）。 

７ 国連食糧農業機関（ＦＡＯ）との締結 

２０日，アンゴラとブラジル政府及びＦ

ＡＯは，農業・獣医研究分野の教育に関す

る技術協力協定を提携した（JA 1/21）。 

８ ＥＵアフリカ首脳会合 

４月に開催予定のＥＵアフリカ首脳会合に，

ピエダーデ・ドス・サントス国会議長が出席す

ることとなった（JA 1/15）。 

９ 資金洗浄撲滅地域グループ 

アンゴラ政府は９月に「アフリカ東部・南部

資金洗浄撲滅地域グループ（ESAAMLG）」の

閣僚会合をルアンダで開催する見込み（JA 

1/24）。 

 

経済 

１ 主要経済指標 

（１）物価 

統計局（INE）が１月に発表した１２月期のイ

ンフレ率は７．６９％となり，３期連続で統計史

上最低記録を更新した。クリスマス前の季節

的物価上昇はあったものの，月間物価上昇

率は０．７５％（対前年同期比▲０．２４％）に

とどまった。 

最も高い伸び率を記録したのは「財・サー

ビス」で１．８０％。次いで「家具・家庭用器具・

維持管理費」（１．３９％），「衣服・履き物」（１．
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１９％），「ホテル・飲食店」（１．１４％）となった

（EX 1/13）。 

（２）金利 

１月２７日に開催された第２８回金融政策

委員会（ＣＰＭ）は，政策金利のＢＮＡ基礎利

率（Ｔａｘａ ＢＮＡ）を年率９．２５％に据え置くこ

とを決定した。銀行間取引利率ＬＵＩＢＯＲのオ

ーバーナイトは４．７１％（前月比▲０．４９％

p）に引き下げ。 

（３）為替市場 

１月末，為替相場は USD１＝９７．８６１AKZ

で推移（対前月比０．００４クワンザ高）。１２月

中旬以降 USD１＝９７．８ＡＫＺ台で推移して

いる。 

（４）２０１３年成長率下方修正 

ＢＰＩ銀行は，昨年の実質経済成長率を政

府発表の５．２％から４．５％に下方修正した。

同銀のレポートによれば，下方修正の主な理

由は，石油生産量が当初の見込みより減少

したことによる1。石油収入は当初予算比５％

増で，伸び幅は２０１２年より減少。今年のア

ンゴラ経済は，新関税の導入などの新たな課

題 に 直 面 す る だ ろ う と 締 め く く っ た （ AH 

1/21）。 

２ 日本企業 

（１）丸紅，サトウキビ生産に年内着手 

丸紅株式会社が，サトウキビ生産の大規

模プロジェクトを年内に着手する見込み。同

事業では，７万５０００ｈａのサトウキビ畑にお

いてサトウキビ生産が計画されている。初期

生産では，１５００万トンのサトウキビから３１

万５０００トンの砂糖及び３０００万リットルのエ

タノールが製造される予定（AH 1/27）。 

３ 石油・鉱物資源部門 

（１）陸上油田１０鉱区の入札につき発表

（１３日） 

国営石油公社ソナンゴル社は，コンゴ堆積

                                                   
1 産油量は，１～６月が１７６万バレル/日だったのに

対し，７～１１月は１７２万バレル/日に低下した。 

盆地及びクワンザ堆積盆地における陸上油

田鉱区の公開入札を開始する旨発表した。コ

ンゴ盆地の入札鉱区は第１，第５，第６鉱区，

クワンザ盆地は第３，第５，第６，第７，第８，

第９，第１７鉱区（AP 1/14; JA 1/15）。 

２７日，同社は入札説明会をルアンダで行

い，少なくとも７０億バレルの埋蔵量が見込ま

れる旨公表した。説明会はロンドン（２月３日）

及びヒューストン（同１０日）でも予定されてい

る（JA 1/29）。なお，年内の入札が予定され

ている油田は，上記１０鉱区を含むクワンザ

盆地，コンゴ盆地，ナミベ盆地で計５４鉱区に

上る（SE 1/9）。 

（２）２月の石油輸出量は微増 

２月中に出港が予定されている石油タンカ

ーは１月と同数の４８隻で，月間輸出量は４６

１０万バレル。前月比で１０万バレルの微増と

なる見込み（AH 1/6）。 

（３）コノコフィリップス，クワンザ盆地

開発に年内着手 

コノコフィリップス・アンゴラ社は，クワンザ

堆積盆地の第３６鉱区及び第３７鉱区におけ

る深海油田の探鉱及び開発を年内に開始す

る旨発表した（JA 1/31）。 

（４）石油部門は有望な投資先 

ビジネスモニター・インターナショナル社の

レポートのよると，今後も数年間，アンゴラで

は石油部門が主要な投資先となる。２０１８年

まで平均７．４％の経済成長率を維持すると

の予測（JA 1/21）。 

（５）ＬＰガスの初出荷 

２９日，アンゴラＬＮＧ社の発表によると，ア

ンゴラから初出荷となるＬＰＧ（プロパン及びブ

タン）を積載したタンカーを，ソヨ市における同

社の港湾施設から出港させた。最初の積み

荷はＦＯＢ価格でソナンゴル社に売却された

後，ＢＷ Ｂｒｏｋｅｒ社製タンカーで出荷された

（AP 1/29; JA 1/31）。 
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４ 貿易・投資・金融 

（１）新関税発効の延期 

１日に発効が予定されていた新関税は，増

減税の変更があるとして延期されることとなっ

た（JA 1/10）。アブランテスＡＮＩＰ（民間投資

庁）長官は，新関税導入のねらいは国内市場

の保護である旨述べている（JA 1/14）。新関

税に関する法令は，昨年３月に閣議で審議が

開始され，９月，ドス・サントス大統領により公

布が許可された。新関税が今月１日に発効す

る旨は昨年１１月２２日付け官報に記載（EX 

1/17）。 

（２）投資庁，外国人投資家に警告 

１０日，アブランテスＡＮＩＰ長官は，近年国

内で増加しつつある外国人投資家に対し，ア

ンゴラ国内法を遵守するよう訴えた。同発言

は，米アンゴラ商工会議所（ＵＳＡＣＣ）主催の

「アンゴラにおける投資」と題するシンポジウ

ムにおいて，観光ビザで入国した外国人がそ

のまま投資を始めるケースが多いことを同長

官が指摘したもの。なお，ＵＳＡＣＣ会頭は農

業分野に関心を有している旨述べた（JA 

1/13; AH 1/15）。 

（３）モスキート氏，筆頭株主に 

アンゴラ人企業家アントニオ・モスキート氏

が，２月１２日付けで葡Ｓｏａｒｅｓ ｄａ Ｃｏｓｔａ

社への資本金を７０億クワンザ増資して同社

株式の６６．７％を取得し，筆頭株主となる見

込み。残りの３３．３％はポルトガル人企業家

マヌエル・フィーノ氏が保有することとなる（JA 

2/21）。 

（４）Ｙｅｗｈｉｎｇ社，商業施設に投資 

中国建設企業のＹｅｗｈｉｎｇ社がルアンダ州

ヴィアナ市に家庭用器具，家具，建材などを

販売するショッピングセンターの建設に３０００

万ドルを投資する旨発表した。同商業施設の

名称は「Ｏ Ｍｕｎｄｏ ｄａ Ｃａｓａ（Ｈｏｕｓｅ Ｗｏｒ

ｌｄ）」となり，６００人の雇用を創出する見込み

（AH 1/6） 

（５）ＫＡＭＡＺ，トラック工場を建設 

在アンゴラ・ロシア大使館によれば，露ＫＡ

ＭＡＺ社が，南部アフリカへの販売を目的とし

たトラックの製造工場建設を２０１６年に開始

する。同社は工場建設に２０００万ドルを投資

し ， ３ 年 を か け て 完 成 さ せ る 見 込 み （AH 

1/2）。 

（６）スタンダードチャータード銀行，現

地法人設立 

２１日，英スタンダードチャータード銀行は，

アンゴラ現地法人の設立を発表した（EX 

1/21）。なお，同銀は昨年１１月に中銀よりア

ンゴラ市場参入の認可を取得している。 

５ 通信・交通・電力インフラ 

（１）南大西洋横断海底ケーブルの敷設 

アンゴラケーブル社の発表によれば，同社

は，アフリカ大陸と南米大陸の間を海底ケー

ブ ル で 結 ぶ 通 信 シ ス テ ム 「 SACS （ South 

Atlantic Cabel Systems）」の敷設を実施して

いる。同事業が完了すれば，南大西洋をつな

ぐ初めての通信ケーブルとなる（AH 1/13）。 

（２）昨年，道路復興７９００km 

ピレス・アレシャンドレ建設大臣の発表によ

れば，道路復興プログラムの下，２０１３年に

７９００ｋｍの道路及び３１１基の橋梁が建設

された（AH 1/8）。 

（３）昨年１００駅が開業 

運輸省の２０１３年収支レポートによると，

同年中に全国で１００の駅が開業した（EX 

1/10）。 

（４）カルエケ・ダムのリハビリ完工 

昨年１２月，クネネ州のカルエケ・ダムのリ

ハビリ工事が完工した。同ダムは，内戦中の

１９８８年に破壊されてから操業停止していた。

予算額は９９億クワンザを計上（JA 1/20）。 

６ その他 

（１）伯政府，Ｂｉｏｃｏｍ社の労働環境を調

査 

ブラジル労働監査局（Ministério Público do 
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Trabalho）は，元 Biocom 社ブラジル人社員の

告発を受け，マランジェ州に所在する同社工

場の労働環境に関して調査を行うこととなっ

た。元社員は粗末な食事，浄水設備なし，粗

悪な衛生状態，無休といった劣悪な環境下で

の労働従事を強いられていた（DW 1/9）。 

（２）ルアンダの路上販売，違法化へ 

１０日，ルアンダ市は，行商人による路上

販売を禁止する条例を公布した（JA 1/12）。 

 

                                                   

JA: Jornal de Angola, EX: Expansão, BB: Bloomberg, JE: Jornal de Economia, OP: O País, AP: Angop, 

SE: Semanário Económico, AH: Angola Hub, AN: Angola Notícia, RNA: Rádio Nacional de Angola, Sol: 

Sol Angola, DW: Deutsche Welle, EIU: Economist Intelligence Unit. 


